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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに対向して備えられ、光軸に垂直なＸ－Ｙ軸方向の平面に沿って相対移動可能な第
１の部材および第２の部材と、
　前記第１の部材と第２の部材との前記Ｘ軸方向に沿った相対移動の駆動力を与える第１
の駆動部と、
　前記第１の駆動部とは異なる方向の前記Ｙ軸方向に沿った駆動力を与える第２の駆動部
と、
　前記第１の部材に固定する固定部と、制御部に接続する接続部と、前記固定部と前記接
続部との間で前記固定部を中心に２７０度～３８０度の巻角度で略円形の巻形状に形成さ
れる可動部とを有する導電性部材とを含み、
　前記固定部は、前記第１の駆動部と前記第２の駆動部との間に配置され、前記第１の駆
動部および前記第２の駆動部のそれぞれに駆動力を供給し、
　前記可動部は、前記第１の駆動部と前記第２の駆動部との間に備えられており、しかも
、前記第１の駆動部の駆動力により前記Ｘ軸方向に撓む部分と、前記第２の駆動部の駆動
力により前記Ｙ軸方向に撓む部分と、前記巻形状の中心軸に平行な前記光軸方向の移動を
可能とする部分とを含むことを特徴とする相対移動部材。
【請求項２】
　請求項１に記載された相対移動部材であって、
　前記第１の駆動部および前記第２の駆動部は、前記第１の部材と前記第２の部材との相



(2) JP 5114970 B2 2013.1.9

10

20

30

40

50

対移動方向に平行な同一平面上に備えられていることを特徴とする相対移動部材。
【請求項３】
　互いに対向して備えられ、光軸に垂直なＸ－Ｙ軸方向の平面に沿って相対的移動可能な
第１の部材および第２の部材と、
　前記第１の部材と第２の部材との前記Ｘ軸方向に沿った相対的移動を検出する第１の検
出部と、
　前記第１の検出部とは異なる方向の前記Ｙ軸方向に沿った相対的移動を検出する第２の
検出部と、
　前記第１の部材に固定する固定部と、制御部に接続する接続部と、前記固定部と前記接
続部との間で前記固定部を中心に２７０度～３８０度の巻角度で略円形の巻形状に形成さ
れる可動部とを有する導電性部材とを含み、
　前記固定部は、前記第１の検出部と前記第２の検出部との間に配置され、前記第１の検
出部および前記第２の検出部のそれぞれから検出信号が供給され、
　前記可動部は、前記第１の検出部と前記第２の検出部との間に備えられており、しかも
、前記Ｘ軸方向に撓む部分と、前記Ｙ軸方向に撓む部分と、前記巻形状の中心軸に平行な
前記光軸方向の移動を可能とする部分とを含むことを特徴とする相対移動部材。
【請求項４】
　請求項３に記載された相対移動部材であって、
　前記第１の検出部および前記第２の検出部は、前記第１の部材と前記第２の部材との相
対移動方向に平行な同一平面上に備えられていることを特徴とする相対移動部材。
【請求項５】
　請求項１から請求項４までの何れか１項に記載された相対移動部材であって、
　前記導電性部材は、一端側が前記第１の部材に固定され、他端側が前記第２の部材に固
定されていることを特徴とする相対移動部材。
【請求項６】
　請求項１から請求項５までの何れか１項に記載された相対移動部材と、
　前記第１の部材および前記第２の部材のうち少なくとも一方に形成された光学系とを含
み、
　前記第１の部材および前記第２の部材は、前記光学系による像の振れを抑えるように相
対移動することを特徴とするブレ補正装置。
【請求項７】
　請求項１から請求項５までの何れか１項に記載された相対移動部材と、
　前記第１の部材および前記第２の部材のうち少なくとも一方に形成され像を撮像する撮
像部とを含み、
　前記第１の部材および前記第２の部材は、前記撮像部が撮像する像の振れを抑えるよう
に相対移動することを特徴とするブレ補正装置。
【請求項８】
　請求項６または請求項７に記載されたブレ補正装置を備えたことを特徴とする光学装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、相対移動部材、ブレ補正装置および光学装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　カメラなどの光学装置において、撮影者のいわゆる“手振れ”等、撮影機材に加わる振
動に起因する撮影の失敗を防止することを目的とする装置が数多く提案されている。
【０００３】
　その中で、撮影機材に加わる振動を検出し、その検出値から像ブレ量を算出し、この像
ブレ量を打ち消すように撮影光学系の一部を制御駆動することにより、像ブレの無い像を
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得ることを目的とした像ブレ補正装置が開発されている。このような補正装置では、補正
レンズは、例えば光軸にほぼ垂直な面内であるＸ方向およびＹ方向へ並進可能であり、２
自由度の駆動制御が可能である。
【０００４】
　また、このシステムにおいては、偏芯させるレンズ、すなわち像ブレ補正レンズは、何
らかのアクチュエータで駆動可能で、かつ、その位置が検出できなければならない。
【０００５】
　従来の像ブレ補正装置において、像ブレ補正レンズの駆動機構部では、このアクチュエ
ータとしてＶＣＭ（Voice Coil Motor）を使用するものが一般的である。ＶＣＭは、磁場
中におけるコイルに電流を流すことにより発生するローレンツ力を、駆動力として利用す
る電磁アクチュエータであり、永久磁石、コイル、およびヨークから成る。
【０００６】
　従来の像ブレ補正レンズの駆動機構部では、可動部質量を小さくするために、コイルを
可動側、すなわち変位をする補正レンズ側に設けることが一般的である。そのため、駆動
力を得るためには、可動側に設けてあるコイルと、固定側に設けてあるアクチュエータ駆
動回路との間を配線する必要がある。
【０００７】
　しかしながら、前述の配線部材の配置方法によっては、配線部材の持つ剛性が、可動側
の負荷となり、補正レンズの制御性に対して悪影響を与えることがあるため、何らかの対
策が必要となる。
【０００８】
　また一方で、補正レンズを所望の位置へ制御駆動するためには、補正レンズの位置を検
出し、目標位置との偏差を算出する必要があるため、補正レンズ位置を検出するセンサが
設けてある。
【０００９】
　このセンサとしては、ＰＳＤ（Position Sensitive Detector）が使用されている。こ
のＰＳＤは、ＬＥＤ（Light Emitting Diode）等から放射される光の重心位置を、位置信
号として出力するセンサである。ここで、ＬＥＤを可動側に配置することにより、補正レ
ンズの制御駆動に伴い、ＬＥＤからＰＳＤに向けて放射される光の重心位置が、実レンズ
変位量と同じ量で変位するため、補正レンズ位置の検出が可能となる。
【００１０】
　ただし、このようにセンサが稼働側に配置される場合でも、可動側に設けてあるＬＥＤ
に対して給電する必要があるため、ＬＥＤと電気回路基板との間を配線する必要があり、
アクチュエータの場合と同様に、この配線部材の剛性に起因する補正レンズの制御誤差の
増大が問題となる。
【００１１】
　この問題に対して、たとえば配線部材として、フレキシブルプリント基板を使用するこ
とが提案されている（特許文献１参照）。このようにフレキシブルプリント基板を使用す
る方法においては、フレキシブルプリント基板に２箇所曲げ部を設けることにより、フレ
キシブルプリント基板の剛性に伴う復元力が、２自由度の駆動方向に対して、方位差が無
いものとしている。
【００１２】
　しかしながら、この方法においては、曲げ部の位置が少しずれただけで、所望の剛性に
対して大きな剛性となってしまい、駆動負荷が増大し、制御性の悪化ならびに消費電力の
増加を招き、好ましく無い。
【００１３】
　また、２自由度で駆動した場合、曲げ具合によっては駆動方向によって、剛性に差が出
てしまい、Ｘ方向とＹ方向とで異なる特性を有する機構となってしまい、制御上好ましく
ない。さらにＸ方向およびＹ方向に対して別個に配線をしているため、２本のフレキシブ
ルプリント基板の剛性を合わせた負荷が、Ｘ方向およびＹ方向に対して等価となるように
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、すなわち方位差が無いように、設計および組み立てる必要がある。
【００１４】
　ここで、これらの問題を解決するために、２本のフレキシブルプリント基板それぞれの
曲げ位置、および曲げ状態を正確に管理した場合、量産性の著しい悪化を招き、また仮に
管理をしたとしても、得られる品物の特性のばらつきが大きく本質的な解決とはならない
。
【００１５】
　また、配線部材として、剛性の弱い材料、例えば非常に細い線材を使用して駆動に対す
る負荷を減らす方法も考えられるが、細い線材は組立作業のちょっとしたミスで断線する
可能性が高く、また２個のコイルに対して計４本の配線を行なう必要があるため作業工数
が多く好ましくない。
【００１６】
　なお、上記のような問題点は、カメラの像ブレ補正装置以外に、その他の光学装置の像
ブレ補正装置、あるいは、その他の装置における相対移動部材でも同様に生じていた。
【特許文献１】特許第３２３３４９３号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　本発明は、このような実状に鑑みてなされ、その目的は、少なくとも二つの方向に相互
に相対移動可能な二つの部材間で、電力および/または電気信号の伝達が可能であり、し
かも方位差がないように相対移動可能であり、組み立てが容易で、製造に際して作業工数
が少ない相対移動部材、ブレ補正装置および光学装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　上記目的を達成するために、本発明の第１の観点に係る相対移動部材は、
互いに対向して備えられ相対移動可能な第１の部材および第２の部材と、
前記第１の部材と第２の部材との相対移動の駆動力を与える第１の駆動部と、
前記第１の駆動部とは異なる方向の駆動力を与える第２の駆動部と、
巻き形状を有し前記第１の駆動部および前記第２の駆動部のそれぞれに駆動力を供給する
導電性部材とを含むことを特徴とする。
【００１９】
　前記導電性部材は、前記第１の駆動部の駆動力により撓む第１の部分と、前記第２の駆
動部の駆動力により撓む第２の部分とを含んでもよい。
【００２０】
　前記第１の駆動部および前記第２の駆動部は、前記第１の部材と前記第２の部材との相
対移動方向に平行な同一平面上に備えられていても良い。
【００２１】
　前記導電性部材は、前記第１の駆動部と前記第２の駆動部との間に備えられていても良
い。
【００２２】
　本発明の第２の観点に係る相対移動部材は、
互いに対向して備えられ相対的移動可能な第１の部材および第２の部材と、
前記第１の部材と第２の部材との相対的移動を検出する第１の検出部と、
前記第１の検出部とは異なる方向の相対的移動を検出する第２の検出部と、
巻き形状を有し前記第１の検出部および前記第２の検出部のそれぞれから検出信号が供給
される導電性部材とを含む。
【００２３】
　前記第１の検出部および前記第２の検出部は、前記第１の部材と前記第２の部材との相
対移動方向に平行な同一平面上に備えられていても良い。
【００２４】
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　前記導電性部材は、一端側が前記第１の部材に固定され、他端側が前記第２の部材に固
定されていてもよい。
【００２５】
　好ましくは、前記導電性部材の巻角度は、９０度以上である。
【００２６】
　前記導電性部材は、巻形状の中心軸に平行な方向の移動を可能とする部分を有していて
も良い。
【００２７】
　本発明の第１の観点に係るブレ補正装置は、
上述したいずれかの相対移動部材と、
前記第１の部材および前記第２の部材のうち少なくとも一方に形成された光学系とを含み
、
前記第１の部材および前記第２の部材は、前記光学系による像の振れを抑えるように相対
移動することを特徴とする。
【００２８】
　本発明の第２の観点に係るブレ補正装置は、
上述したいずれかの相対移動部材と、
前記第１の部材および前記第２の部材のうち少なくとも一方に形成され像を撮像する撮像
部とを含み、
前記第１の部材および前記第２の部材は、前記撮像部が撮像する像の振れを抑えるように
相対移動することを特徴とする。
【００２９】
　本発明に係る光学装置は、上述したいずれかのブレ補正装置を備えたことを特徴とする
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　以下、本発明を、図面に示す実施形態に基づき説明する。
図１は本発明の一実施形態に係る像ブレ補正装置の要部斜視図、
図２は図１に示す像ブレ補正装置を含むレンズ鏡筒およびカメラ本体の概略縦断面図、
図３は図１に示す像ブレ補正装置の分解斜視図、
図４は図１に示す像ブレ補正装置の要部縦断面図である。
【００３１】
　図２に示すように、カメラ本体１には、レンズ鏡筒２が着脱可能に取り付けてある。レ
ンズ鏡筒２は、不図示の被写体の像を、像面１０１上に結ぶための撮影光学系を有する。
ここで、被写体像は像面１０１上に結ばれるが、像面１０１には、いわゆる銀塩フィルム
やＣＣＤ等、被写体像が得られるものであれば、何を用いても構わない。
【００３２】
　レンズ鏡筒２に内蔵されている撮影光学系は、３群構成のズームレンズであり、第一の
レンズ群２０１、第二のレンズ群２０２、第三のレンズ群２０３、および絞り２０４で構
成される。レンズ鏡筒２は、変倍時において、第一のレンズ群２０１、第二のレンズ群２
０２、第三のレンズ群２０３、および絞り２０４を、光軸１００と同方向（矢印Ｚの方向
）に、カム機構によって移動させ、レンズ群間の相対位置を変えさせることにより、撮影
光学系の変倍を行う。
【００３３】
　第一のレンズ群２０１は、焦点調節レンズ２０１ａを含む。焦点調節レンズ２０１ａは
、光軸１００と同方向（矢印Ｚの方向）に移動することによって、像面１０１に被写体の
像を結ぶ焦点位置を調節する。第三のレンズ群２０３は、３－１レンズ群２０３ａ、３－
２レンズ群２０３ｂ、および３－３レンズ群２０３ｃにより構成してある。
【００３４】
　ここで、３－２レンズ群２０３ｂが、像ブレ補正光学系として機能する像ブレ補正レン
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ズ３であり、光軸１００と垂直な方向（矢印Ｙの方向）と、紙面に垂直な方向（Ｘの方向
）に駆動されることによって像面上の像ブレを補正する。
（三群）
【００３５】
　以下、変倍（ズーミング）動作について説明する。
第一固定筒３０１および第二固定筒３０２は、カメラ本体１に対して、マウント部材３０
３を介して固定してある。ズーム操作部材３０４は、第二固定筒３０２に対して、回動可
能に支持してある。ズーム操作部材３０４には、連動キー３０５が固定してある。
【００３６】
　第二固定筒３０２の内径には、ボス３０２ａ、および３０２ｂが設けてある。第二固定
筒３０２の内径には、第一カム筒３０６が嵌合してある。第一カム筒３０６の外周には、
凸カム３０６ａが形成されており、ボス３０２ａ、３０２ｂと係合している。
【００３７】
　連動キー３０５は、第一カム筒３０６に設けてある直進ガイド溝３０６ｂに対して係合
してある。このため、ズーム操作部材３０４を光軸１００周りに回転した場合、その回転
力は、連動キー３０５を介して、第一カム筒３０６に伝わり、第一カム筒３０６は凸カム
３０６ａの軌跡に沿って、光軸１００方向へ回転しながらＺ方向へ直進する。
【００３８】
　第一カム筒３０６の内径には、ボス３０６ｃ、３０６ｄが設けてある。第一カム筒３０
６の内径には、第二カム筒３０７が嵌合してある。第二カム筒３０７の外周には、凸カム
３０７ａが形成されており、凸カム３０７ａは、ボス３０６ｃ、３０６ｄと係合している
。
【００３９】
　第二固定筒３０２には、直進ガイドキー３０８が固定してある。直進ガイドキー３０８
は、第二カム筒３０７上に設けてある直進ガイド溝３０７ｂに係合している。そのため、
第二カム筒３０７は、第一カム筒３０６に対して、凸カム３０７ａの軌跡に沿って、Ｚ方
向へ直進する。
【００４０】
　第三のレンズ群２０３および絞り２０４は、第二カム筒３０７に対して固定の関係であ
るため、このようにしてズーム操作部材３０４の回転に対して、Ｚ方向への移動が可能と
なる。
（二群）
【００４１】
　第一カム筒３０６には円周溝３０６ｅが設けてある。第二のレンズ群２０２を保持して
いる第二群レンズ室３０９上には、ピン３１０が固定してある。第二固定筒３０２の内径
には、直進ガイド溝３０２ｃが設けてあり、ピン３１０と係合している。
【００４２】
　第一カム筒３０６は、ズーム操作部材３０４の回転に対して、連動キー３０５を介して
、回転しながらＺ方向へ直進するが、ピン３１０は、円周溝３０６ｅにより円周方向の力
を受けないため、Ｚ方向の並進力のみ受け、かつ直進ガイド溝３０２ｃによって直進ガイ
ドしてある。そのため、ピン３１０が固定してある第二群レンズ室３０９、すなわち第二
のレンズ群２０２は、凸カム３０６ａの軌跡に沿って、Ｚ方向へ移動可能となる。
（一群）
【００４３】
　第二固定筒３０２の外周側には直進ガイド溝３０２ｄが設けてある。第二固定筒３０２
は、外周側で、第一レンズ群移動枠３１１の内径と嵌合している。第一レンズ群移動枠３
１１には、ボス３１１ｂが設けてあり、直進ガイド溝３０２ｄと係合している。
【００４４】
　第一レンズ群移動枠３１１の外周には、ピン３１２が固定してある。ズーム操作部材３
０４の内径側にカム３０４ａが設けてあり、ピン３１２と係合している。このため、ズー
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ム操作部材３０４を回転することにより、第一レンズ群移動枠３１１は、Ｚ方向に移動可
能となる。
【００４５】
　フォーカス環３３０は、第二固定筒３０６に対して回転可能に支持してあり、内径側に
ギア部３３０ａおよび直進溝３３０ｂを有する。焦点調節レンズ保持枠３３１は、焦点調
節レンズ２０１ａを保持し、直進ピン３３３およびピン３３２が固定してある。
【００４６】
　第一レンズ群移動枠３１１は、内径にリード溝３１１ａを有し、リード溝３１１ａはピ
ン３３２と係合しており、また内径側で焦点調節レンズ保持枠３３１が嵌合している。す
なわち、第一レンズ群移動枠３１１がＺ方向に移動する場合、リード溝３１１ａとピン３
３２との係合により、焦点調節レンズ保持枠３３１はＺ方向に移動する。故に、ズーム操
作部材３０４を回転することにより、第一レンズ群２０１はＺ方向に移動する。
（焦点調節）
【００４７】
　以下、焦点調節（フォーカシング）動作について説明する。フォーカス環３３０は、第
二固定筒３０６に対して回転可能に支持してあり、内径側にギア部３３０ａおよび直進溝
３３０ｂを有する。焦点調節レンズ保持枠３３１は、焦点調節レンズ２０１ａを保持し、
直進ピン３３３およびピン３３２が保持枠３３１の外周に固定してある。
【００４８】
　第一レンズ群移動枠３１１は、内径にリード溝３１１ａを有し、リード溝３１１ａはピ
ン３３２と係合しており、また内径側で焦点調節レンズ保持枠３３１が嵌合している。第
一レンズ群移動枠３１１は、摩擦負荷により焦点調節時には可動しない。そのため、ギア
部３３０ａに不図示のモータにより回転力が加わり、フォーカス環３３０が回転する時、
焦点調節レンズ保持枠３３１は、直進ピン３３３を介して回転力を受け、焦点調節レンズ
２０１ａはリード溝３１１ａの軌跡に沿って、回転しながらＺ方向へ移動する。
（像ブレ補正装置の基本構造）
【００４９】
　図１～図３に示すように、像ブレ補正装置の主構成部品は、３－１群レンズ保持枠３１
３、ベース部材７、補正レンズ保持枠６、ロックリング部材１４、３－３群レンズ保持枠
３１４からなる。３－１群レンズ保持枠３１３は、３－１レンズ群２０３ａを保持し、第
二カム筒３０７に固定してある。
【００５０】
　ベース部材７は、３－１群レンズ保持枠３１３に固定してある。ベース部材７に対して
、補正レンズ保持枠６は、鋼球５０２を介して、引っ張りばね５０３により、ばね付勢し
てある。
【００５１】
　３－３群レンズ保持枠３１４は、３－３レンズ群２０３ｃを保持し、ベース部材７に対
して固定してある。モータ制御回路１０００は、第一固定筒３０１に対して固定してある
。
【００５２】
　なお、像ブレ補正装置は、アクチュエータと、補正レンズ位置検出センサと、ガイド機
構と、補正レンズロック機構と、を有する。アクチュエータは、像ブレ補正レンズ３を駆
動するための駆動力を発生させるための装置である。補正レンズ位置検出センサは、像ブ
レ補正レンズ３の位置を検出するセンサである。ガイド機構は、像ブレ補正レンズ３を光
軸に略垂直平面内にガイドする機構である。補正レンズロック機構は、像ブレ補正レンズ
３を非像ブレ補正時に、像ブレ補正レンズ３の光軸と撮影光学系の光軸１００とを一致す
るように保持する機構である。以下に、像ブレ補正装置の各要素について説明する。
（アクチュエータ）
【００５３】
　まず、像ブレ補正レンズ３を駆動するための駆動力を発生させるためのアクチュエータ
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について説明する。像ブレ補正レンズ３は、補正レンズ保持枠６に固定してある。補正レ
ンズ保持枠６は、電磁アクチュエータであるＶＣＭ（Voice Coil Motor）４０，４１によ
り、図１～図４におけるＸ方向およびＹ方向に駆動される。ここで、ＶＣＭ４０（第１の
駆動部）はＸ方向駆動用であり、ＶＣＭ４１（第２の駆動部）はＹ方向駆動用である。こ
れらのＶＣＭ４０および４１は、Ｘ方向およびＹ方向の同一平面上に配置されている。
【００５４】
　ＶＣＭ４０は、図３に示すように、コイル４０１、永久磁石４０２、ヨーク４０３によ
り構成してある。一方、ＶＣＭ４１は、図３に示すように、コイル４１１、永久磁石４１
２、ヨーク４１３により構成してある。ここで、永久磁石４０２および４１２は、それぞ
れ、ＮおよびＳ極に分極された極を２極もつ、面内２極着磁された磁石である。
【００５５】
　永久磁石４０２，４１２は、それぞれヨーク４０３，４１３上に固定してある。
ヨーク４０３，４１３は、略Ｃ字形状を有している。そのため、永久磁石４０２およびヨ
ーク４０３により磁束ループが一巡する磁気回路を構成している。また同様に、永久磁石
４１２およびヨーク４１３により磁束ループが一巡する磁気回路を構成している。
【００５６】
　補正レンズ保持枠６には、それぞれコイル４０１，４１１が固定してある。ヨーク４０
３，４１３は、ベース部材７に固定してある。コイル４０１は、ヨーク４０３と永久磁石
４０２との間に配置してある。また、コイル４１１は、ヨーク４１３と永久磁石４１２と
の間に配置してある。
【００５７】
　上記の如く配置されたＶＣＭ４０において、磁気回路中のコイル４０１に電流を流すこ
とにより、コイル４０１は、図１～図３におけるＸ方向にローレンツ力を受けて、像ブレ
補正レンズ３をＸ方向に駆動する。一方同様に、ＶＣＭ４１においては、磁気回路中のコ
イル４１１に電流を流すことにより、コイル４１１は、図１～図３におけるＹ方向にロー
レンツ力を受けて、像ブレ補正レンズ３をＹ方向に駆動する。したがって、ＶＣＭ４０，
４１による駆動力により、像ブレ補正レンズ３を光軸１００に対して略垂直な面内で、Ｘ
およびＹ軸方向に駆動させることができる。
【００５８】
　ここで、上記の如く、コイル４０１，４１１は、可動部（第１または第２の部材）であ
る補正レンズ保持枠６に固定してあるため、図２に示す固定部（第１または第２の部材）
である第一固定筒３０１に取り付けてあるモータ制御回路１０００と、配線部材（導電性
部材）１００１によって電気的に接続し、電流を流す必要がある。
補正レンズ位置検出センサ
【００５９】
　次に、主として図３および図４に基づき、像ブレ補正レンズ３の位置を検出するための
補正レンズ位置検出センサ（第１および第２の検出部）２０，２１について説明する。補
正レンズ位置検出センサ２０により、ベース部材７に対する補正レンズ３におけるＸ方向
の位置を検出し、補正レンズ位置検出センサ２１により、Ｙ方向の位置を検出する。
【００６０】
　図３および図４に示すように、補正レンズ位置検出センサ２０は、永久磁石２２１、バ
ックヨーク２２２、およびホール素子２２３により構成してある。一方同様に、補正レン
ズ位置検出センサ２１は、永久磁石２１１、バックヨーク２１２およびホール素子２１３
により構成してある。
【００６１】
　永久磁石２２１，２１１およびバックヨーク２２２，２１２は、補正レンズ保持枠６に
固定してある。ホール素子２２３，２１３は、図４に示す配線基板２００１に固定され、
電気基板２００１はベース部材７に固定してある。ここでホール素子とは、素子内を通過
する磁束密度の変化に対応した電圧変動量を出力するセンサである。
【００６２】
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　補正レンズ位置検出センサ２０において、永久磁石２２１、およびバックヨーク２２２
により形成される磁気回路により、永久磁石の表面の空間には磁界が形成され、ある特定
の磁束密度の分布を示す。ここで補正レンズ３、即ち永久磁石２２１およびバックヨーク
２２２が固定してある補正レンズ保持枠６が変位した場合、ホール素子２２３を通過する
磁束密度の値が変化する。
【００６３】
　そのため、変位量に対する電圧の変動量の関係が事前に解っていれば、ホール素子２２
３の出力である電圧の変動量で、補正レンズ３のＸ方向の位置が検出できる。同様に、永
久磁石２１１、バックヨーク２１２およびホール素子２１３によって、補正レンズ３のＹ
方向の位置が検出できる。故に、ホール素子２２３および２１３の出力信号から、像ブレ
補正レンズ３が光軸１００に対して略垂直なＸ軸およびＹ軸の平面内のどの位置に居るか
を、検出することができる。
ガイド機構
【００６４】
　次に、像ブレ補正レンズ３を、光軸１００方向へ浮くこと無く、Ｘ軸およびＹ軸方向に
滑らかに可動可能にガイドするガイド機構について説明する。ガイド機構は、図２および
図３に示すように、ベース部材７、鋼球５０２、引っ張りばね５０３および補正レンズ保
持枠６からなる。ガイド機構は、補正レンズ３を光軸１００方向へ浮かせることなく、滑
らかに光軸１００に略垂直な平面内に滑らかに可動可能にする機能をさす。
【００６５】
　図３に示すように、鋼球５０２は、ベース部材７上に設けられている凹部７０１内に納
められている。一方、補正レンズ保持枠６上には、鋼球用摺動面６０２が設けてある。補
正レンズ保持枠６は、鋼球５０２を介して、ベース部材７上に載せられているため、鋼球
５０２は、凹部７０１の底面と、鋼球用摺動面６０２とに挟みこまれている。
【００６６】
　補正レンズ保持枠６には、複数のばね掛け６０３が設けてあり、ベース部材７にも同様
に、複数のばね掛け（図示省略）が設けてある。各引っ張りばね５０３は、その一端がそ
れぞれ、ばね掛け６０３に係止され、もう一端がそれぞれ、ベース部材７に設けられた掛
けばね掛け７０２に引っ掛けてある。
【００６７】
　そのため、補正レンズ保持枠６は、鋼球５０２を介在させて、ベース部材７に対して、
引っ張りばね５０３の弾性力により付勢され、光軸１００方向に浮くことはない。また、
鋼球５０２を介在させているため、補正レンズ保持枠６の光軸１００に対して略垂直平面
内の摺動は転がり摩擦となり、非常に滑らか、かつ低負荷で行う事ができる。したがって
、補正レンズ保持枠６は、低負荷で、しかも滑らかに可動可能で、光軸１００方向に浮く
ことなく、ベース部材７上で光軸１００に略垂直な変面内に保持してある。
補正レンズロック機構
【００６８】
　次に、非像ブレ補正時に、像ブレ補正レンズ３を、その光軸が撮影光学系の光軸１００
と略一致するように保持する補正レンズロック機構について説明する。図３および図４に
示すように、ロックリング部材１４には、円筒形状の外径合部１４０２が具備してある。
その外径合部１４０２は、ベース部材７に設けてある多角形状の穴である内径合部８０１
に差し込まれ、回動可能に保持してある。
【００６９】
　ロックリング部材１４は、電磁アクチュエータであるロックリング駆動用ＶＣＭ５０に
より、ベース部材７に対して、光軸１００回りの方向に駆動される。
【００７０】
　ロックリング駆動用ＶＣＭ５０は、図４に示すように、コイル５００１、第１永久磁石
５００２、第２永久磁石５０１２、第１ヨーク５００３および第２ヨーク５０１３により
構成してある。第１ヨーク５００３は、ベース部材７に固定されており、第１永久磁石５
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００２は、第１ヨーク５００３に磁石の吸引力により固定してある。
【００７１】
　第２ヨーク５０１３は、ベース部材７に固定されており、第２永久磁石５０１２は、第
２ヨーク５０１３に磁石の吸引力により固定してある。なお、第１永久磁石５００２と第
２永久磁石５０１２との間には、空隙が設けてある。ここで、第１永久磁石５００２と、
第２永久磁石５０１２とはそれぞれ、単極着磁された２個の磁石のペアであり、それぞれ
異極が向かいある構成となっている。
【００７２】
　第１永久磁石５００２と、第２永久磁石５０１２とを、互いに異なる極で空隙を介して
向かい合わせることにより、第１永久磁石５００２、第２永久磁石５０１２、第１ヨーク
５００３および第２ヨーク５０１３によって、磁束ループが一巡する磁気回路を構成する
。
【００７３】
　ロックリング部材１４には、コイル５００１が固定してある。コイル５００１は、第１
永久磁石５００２と、第２永久磁石５０１２との間に形成してある空隙に配置してある。
上記の如く配置されたロックリング駆動用ＶＣＭ５０において、磁気回路中のコイル５０
０１に電流を流すことにより、コイル５００１は、図３および図４における光軸１００回
りの方向にローレンツ力を受けて、ロックリング部材１４を回転駆動する。なお、コイル
５００１に流す電流の向きを変えることにより、ロックリング部材１４の回転方向を変え
ることができる。
【００７４】
　図４に示すように、補正レンズ保持枠６には、ロック用突起６０１が設けてある。一方
、ロックリング部材１４には、ロック用突出部１４０１が設けてある。ここで、ロック用
突起６０１と、ロック用突出部１４０１とが、係合する位置で、ロックリング部材１４を
停止させることにより、補正レンズ保持枠６はロック用突起６０１と、ロック用突出部１
４０１との間のガタ分しか動く事ができず、像ブレ補正レンズ３が非駆動時に重力方向に
落下しても、像ブレ補正レンズ３を光軸１００と略一致させて保持、すなわちロックさせ
ることができる。
【００７５】
　一方、ロックリング部材１４を、上記に示したロック方向とは逆の方向に、ロックリン
グ駆動用ＶＣＭ５０によって駆動させることにより、ロック用突起６０１と、ロック用突
出部１４０１の係合を外すことができる。この場合、ロックリング部材１４により、像ブ
レ補正レンズ３の位置を規制することはないので、ロックを解除することができる。
配線部材
【００７６】
　ここで、図１～図３に基づき、配線部材１００１について説明する。配線部材１００１
は、いわゆるフレキシブルプリント基板である。配線部材１００１は、補正レンズ保持枠
６に対して固定される固定部１００１ａを有する。固定部１００１ａは、たとえばプリン
ト基板で構成してあり、固定部１００１ａ上には、はんだ付け用のランド１００１ｂが、
４箇所設けられている。各ランド１００１ｂに対して、コイル４０１，４１１からの各一
対の引き出し線４０１ａ，４１１ａが、はんだ付けをしてある。すなわち、コイル４０１
，４１１の導通は、１系統の配線部材に統合される。
【００７７】
　図３に示すように、固定部１００１ａの略中央部には、嵌合孔６ｂが形成してあり、こ
の嵌合孔６ｂには、保持枠６に光軸方向に平行に突出して形成してある円錐状の位置決め
凸部６ａが嵌合し、固定部１００１ａは、保持枠６に対して位置決めされて固定されるよ
うになっている。本実施形態では、固定部１００１ａは、光軸１００を中心に約９０度の
位置に相互に配置してあるＶＣＭ４０とＶＣＭ４１との間に、保持枠６に対して固定して
ある。
【００７８】
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　図１に示すように、配線部材１００１は、固定部１００１ａのランド部１００１ｂに対
してそれぞれ接続される配線が内蔵してある可動部１００１ｃを有する。可動部１００１
ｃは、たとえばフラットなフレキシブルケーブルで構成してあり、光軸１００の方向に対
して略平行な中心線を中心とする巻形状を有し、その巻角度は、好ましくは９０度以上、
さらに好ましくは１８０度以上、特に好ましくは２７０度～３８０度である。
【００７９】
　可動部１００１ｃの巻形状の中心は、たとえば保持枠６に形成してある円錐状の位置決
め凸部６ａの軸芯付近であり、フラットなフレキシブルケーブルなどで構成された可動部
１００１ｃの平坦面が、所定の間隔で凸部６ａを囲むように巻かれている。固定部１００
１ａがＶＣＭ４０とＶＣＭ４１との間に位置するので、可動部１００１ｃも、ＶＣＭ４０
とＶＣＭ４１との間に位置する。
【００８０】
　可動部１００１ｃの固定部１００１ａとは反対側の端部には、接続部１００１ｄが形成
してある。図１では省略してあるが、図２に示すように、配線部材１００１の接続部１０
０１ｄは、可動部１００１ｃの巻形状の中心軸に平行な方向（すなわち、光軸１００に平
行な方向）に移動を可能とする軸移動部分１００１ｅを介して、第一固定筒３０１に固定
してあるモータ制御回路１０００に対して接続してある。
【００８１】
　補正レンズ３および補正レンズ保持枠６は、Ｘ方向駆動用ＶＣＭ４０およびＹ方向駆動
用ＶＣＭ４１によって、図中のＸ－Ｙ平面内に駆動される。この時、配線部材１００１は
、変形を伴い、この変形に基づく“駆動方向による”負荷の変動および増大が、補正レン
ズ３の制御駆動時において問題となる。
【００８２】
　なお、配線部材１００１を、Ｘ方向およびＹ方向の２系統に設けてしまうと、配線部材
の数が増えた分、上記の問題が起き易くなってしまう。しかし、本実施形態では、配線部
材を１系統にまとめ、かつ配線部材に可動部１００１ｃを設け、その形状を略円形である
巻形状にしてある。このため、本実施形態では、Ｘ方向駆動用ＶＣＭ４０およびＹ方向駆
動用ＶＣＭ４１の双方の駆動力により撓む部分が巻形状の可動部１００１ｃとなり、Ｘ方
向およびＹ方向に対して、ほぼ同じ駆動負荷になる。
【００８３】
　また、本実施形態によれば、巻形状の可動部１００１ｃを有する配線部材１００１を、
Ｘ方向駆動用ＶＣＭ４０およびＹ方向駆動用ＶＣＭ４１の間に配置してある。このため、
各ＶＣＭ４０，４１のコイル４０１および４１１への引き出し線４０１ａ，４１１ａの長
さを、最短且つ略等距離にすることができ、配線の効率が良い。また、本実施形態では、
駆動系の配線（たとえば引き出し線４０１ａ，４１１ａ）のノイズが、検出系の配線（た
とえば図４に示すホール素子２１３または２２３の配線基板２００１）に重畳して誤作動
するおそれも少ない。駆動系の配線が検出系の配線に対して遠い位置に配置されるからで
ある。
【００８４】
　すなわち、本実施形態によれば、部品点数を増やすこと無く、簡便な組立方法で、可動
部である保持枠６に設けてあるコイル４０１，４１１等へ、方位差の無い負荷特性を有す
る配線が可能となり、良好な制御性を得ることが可能となる。
【００８５】
　さらに本実施形態では、図２に示すように、配線部材１００１は、光軸１００に平行な
方向に移動を可能とする軸移動部分１００１ｅを介して、第一固定筒３０１に固定してあ
るモータ制御回路１０００に対して接続してある。そのため、モータ制御回路１０００に
対して保持枠６が光軸１００に沿って移動したとしても、何ら問題なく、モータ制御回路
１０００から配線部材１００１を介してＶＣＭ４０，４１へ制御信号を送ることができる
。
【００８６】
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　なお、本発明は、上述した実施形態に限定されるものではなく、本発明の範囲内で種々
に改変することができる。
【００８７】
　たとえば、上述した実施形態では、図４に示すように、固定部側であるベース部材７に
対してホール素子２１３，２２３を具備し、永久磁石２１１，２２１およびヨーク２１２
，２２２を、可動部側である保持枠６に具備させたが、その逆の構成でもよい。ただし、
逆の配置にした場合、ホール素子２２３，２１３に対して固定部と可動部との間で配線を
する必要がある。
【００８８】
　そのような場合において、上述した実施形態のような配線部材１００１の固定部１００
１ａを、保持枠６に対して固定し、固定部１００１ａからの引き出し線を、ホール素子２
１３に接続し、その配線を、可動部１００１ｃを通して、カメラの制御部に接続させるよ
うにしても良い。カメラの制御部は、たとえば図２に示すモータ制御回路１０００と同様
にレンズ鏡筒２に対して固定部側である。
【００８９】
　このような実施形態の場合には、ホール素子２２３，２１３は、光軸１００に対して約
９０度の位置で保持枠６に対して取り付けられ、Ｘ－Ｙ方向の同一平面内上に位置し、そ
れらのホール素子２２３，２１３の間に、配線部材１００１が配置される。このような実
施形態においても、上述した実施形態と同様な作用効果を奏する。
【００９０】
　また、本発明のさらに別の実施形態においては、上述したような配線部材１００１を、
その他のブレ補正装置に適用することも可能である。たとえば、上述した実施形態では、
補正レンズ３を、光軸１００に垂直なＸ－Ｙ軸方向の平面に沿って相対移動させることに
より、像ブレ補正を行うブレ補正装置である。本発明は、被写体像を撮像する撮像素子を
、Ｘ－Ｙ軸方向の平面に沿って相対移動させることにより、像ブレ補正を行うブレ補正装
置にも適用することが可能である。
【００９１】
　たとえば撮像素子を有する撮像素子ユニットと、それをＸ－Ｙ軸方向の平面に沿って相
対移動自在に保持する固定側ユニットとの間に、上述した実施形態における配線部材１０
０１を具備させても良い。また、本発明は、カメラに限定されず、その他の光学装置にも
適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００９２】
【図１】図１は本発明の一実施形態に係る像ブレ補正装置の要部斜視図である。
【図２】図２は図１に示す像ブレ補正装置を含むレンズ鏡筒およびカメラ本体の概略縦断
面図である。
【図３】図３は図１に示す像ブレ補正装置の分解斜視図である。
【図４】図４は図１に示す像ブレ補正装置の要部縦断面図である。
【符号の説明】
【００９３】
　１…　カメラ本体
　２…　レンズ鏡筒
　３…　像ブレ補正レンズ
　６…　補正レンズ保持枠
　７…　ベース部材
　２０，２１…　補正レンズ位置検出センサ
　　２１１，２２１…　永久磁石
　　２１２，２２１…　バックヨーク
　　２１３，２２３…　ホール素子
　４０，４１…　ＶＣＭ
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　　４０１，４１１…　コイル、
　　４０２,４１２…　永久磁石
　　４０３,４１３…　ヨーク
　１００…　光軸
　１０００…　モータ制御回路
　１００１…　配線部材
　　１００１ａ…　固定部
　　１００１ｂ…　ランド部
　　１００１ｃ…　可動部
　　１００１ｄ…　接続部
　　１００１ｅ…　軸移動部分

【図１】 【図２】
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